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【根拠法令：廃棄物処理法】 

   （基本方針） 

第五条の二  環境大臣は、廃棄物の排出の抑制、再生利用等による廃棄物の減量その他その適正な処理に関す

る施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針（以下「基本方針」という。）を定めなければな

らない。 

 

 

一 廃棄物の減量その他その適正な処理の基本的な方向 
これまで我が国では、廃棄物の適正な処理を確保し、循環型社会を形成していくため、

数次にわたる廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号。以
下「廃棄物処理法」という。）の改正及びリサイクルの推進に係る諸法の制定等の対策が
行われてきた。このような対策は、相当程度の効果はあったものの、今なお廃棄物の排
出量は高水準で推移しており、最終処分場の新規立地難は解消されておらず、また、不
法投棄を始めとする不適正処理については、改善傾向が見られるものの、未だ撲滅には
至っていない。 

（略） 
こうした考え方を踏まえ、廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策において

は、基本法に定められた基本原則に則り、まず、できる限り廃棄物の排出を抑制し、次
に、廃棄物となったものについては不適正処理の防止その他の環境への負荷の低減に配
慮しつつ、再使用、再生利用、熱回収の順にできる限り循環的な利用（再使用、再生利
用及び熱回収をいう。以下「適正な循環的利用」という。）を行い、こうした排出抑制及
び適正な循環的利用を徹底した上で、なお適正な循環的利用が行われないものについて
は、適正な処分を確保することを基本とする。 

 
二 廃棄物の減量その他その適正な処理に関する目標の設定に関する事項 
  略 
 
三 廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策を推進するための基本的事項 

１ 略 
２ 国民、事業者、地方公共団体及び国の役割 

 （１）、（２）略 
（３）地方公共団体の役割  

（略） 
都道府県は、一般廃棄物の処理に関する市町村の責務が十分果たされるように必

要な技術的助言を与えるよう努めるものとする。また、その区域内における産業廃
棄物の排出抑制及び適正な循環的利用を促進し、例えば、産業廃棄物の処理に関す
る知見を有する者の協力を得つつ、産業廃棄物の発生抑制、減量等について、とり
わけ中小零細の排出事業者に対し個別具体的な助言、提案等を行うよう努めるもの
とする。また、産業廃棄物の適正な処分が確保されるよう事業者に対して必要な指
導監督を実施し、厳格に法を執行していくものとする。さらに、事業者の責任にお
いて適正に処理しなければならないという原則に沿って、民間による処理体制の確
保を基本としつつ、必要な処理能力を確保するため、廃棄物処理センター等の公共
関与により、産業廃棄物処理施設を整備することも検討する。 

 （４）略 
 
３ 廃棄物の適正な処理を確保するために必要な体制の確保 
（１）、（２）略  



（３）廃棄物の不適正処理の防止  
廃棄物の処理は、その性状に応じた適切な方法により行わなければならない。 
特に、有害な性状により特別管理廃棄物とされた廃棄物については、人の健康や

生活環境に支障を生じさせることがないよう、その性状に応じた適正な処理を確実
に行わなければならず、事業者は、排出した特別管理廃棄物の処理を他人に委託す
る場合においては、他の廃棄物との分別を徹底するとともに、委託基準を厳格に遵
守しなければならない。 

また、安定型最終処分場については、安定型産業廃棄物以外の廃棄物の付着・混
入を防止するための仕組みや、浸透水等のチェック機能を強化するなど、適正処理
体制の強化を図る必要がある。 

廃棄物の処理基準に適合しない処理に対しては、一般廃棄物については市町村、
産業廃棄物については都道府県において、生活環境の保全上の支障が生ずることを
未然に防止するため、行政命令を適正かつ迅速に行うとともに、行政命令違反、不
法投棄、焼却禁止違反等の行為については、都道府県警察との連携を強化し、厳正
に対処しなければならない。 

特に、事業者の責めに帰すべき事由があると認められる産業廃棄物の不適正処理
に対しては、事業者に対する措置命令を厳格に行う必要がある。 

なお、法を遵守しない悪質な事業者に対し、法的拘束力を伴わない行政指導を繰
り返し、結果としてこのような事業者が営業を継続することを許容してしまうこと
が、廃棄物処理及び廃棄物行政に対する国民の不信を招く一因となっていることに
かんがみ、地方公共団体は、不適正処理等の違反行為を把握した場合には、行政処
分を迅速かつ厳正に行うべきである。都道府県及び市町村は、廃棄物の不適正処理
の早期発見等による生活環境の保全上の支障の発生の未然防止・支障の拡大防止を
図るため、新たな技術も活用しつつ、不適正処理に対する監視活動の充実に努める
とともに、関係機関や住民と連携した監視体制の構築を推進するものとする。 

また、国は、地方公共団体における監視活動に対する支援、電子マニフェストの
機能向上及び普及拡大、情報通信技術や衛星技術等を活用した不法投棄等の監視に
関する新たな技術の開発促進等に取り組むものとする。 

４ 略 
５ 不法投棄等の不適正処理事案への対応 

廃棄物の不法投棄等の不適正処理が行われた場合において、生活環境の保全上支障
が生ずるおそれがあるときは、原因者等の責任において支障の除去等の措置を行わせ
ることを基本とし、国は、都道府県等に対し、必要に応じて適切な助言等の支援を行
うものとする。 

また、不法投棄等の不適正処理が行われたものの、現時点では直ちに支障の除去等
の措置を必要としない区域についても、都道府県等は、当該区域の状況等を定期的に
把握し、当該区域から新たな支障が生ずることがないよう努めなければならない。 

６ 略 
 
四 廃棄物の処理施設の整備に関する基本的な事項 
  略 
 
五 その他廃棄物の減量その他その適正な処理に関し必要な事項 

１ 廃棄物処理に関する技術開発及び調査研究の推進 
（略） 
さらに、情報通信技術、衛星技術等を活用して、廃棄物の収集・運搬から処分に至

るまでの状況を把握・管理し、不適正処理を防止するためのシステムや廃棄物に係る
各種の情報を提供するためのシステム、早期発見のための監視システム等の開発を進
めていくことが必要である。 

２、３ 略 


